
 認知症、知的障がい、精神障がいなどがあるこ

とで、日常生活で困りごとや心配ごとが起きるこ

とがあります。そんな方たちが自分らしく安心し

て暮らせるように、家庭裁判所に申立てをして、

日常生活での様々な契約や預貯金などの管理を代

わりに行うことや、本人のみで行った不利益な契

約行為を取り消すなど法的にさまざまな支援を行

う「成年後見人」などを選任してもらう制度で

す。 

専門職、地域の関係者などと連携を図る

ことで地域連携ネットワークのコーディネ

ートを担う機関で、成年後見制度における

広報、相談、利用促進、後見人支援、不正

防止の機能強化を図ります。 

親が認知症で、銀行の

お金を引き出せない。

公共料金の支払いが

できなくなった。 

中核機関とは？ 

成年後見制度とは？ 

成年後見制度 

中核機関  を設置しました！ 
 

お気軽にご相談ください！  
 

 

  誰もが安心して暮らせるまちづくりのため、みなさんのご相談に対応します。 

成年後見制度を利用したい方や、成年後見制度について知りたいなど、制度についての様々な相談

に応じます。【相談無料】（制度に関する助言、情報提供、関係機関との連絡調整など） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

かすみがうら市社会福祉協議会 中核機関 

住  所 〒300-0121 かすみがうら市宍倉５４６２ ウエルネスプラザ 2 階 

電話番号 ０２９－８９８－２５２７     Fax ０２９－８９８－３５２３ 

受付時間 ８：３０～１７：１５（土日、祝日、年末年始を除く） 

 

障がいのある子どもの

世話ができなくなって

きた。親亡き後の生活

をどうしよう。 

後見人の申し立

てはどうやった

らいいの？ 

＊この事業は市から委託されて行っています。 

https://3.bp.blogspot.com/-fzkX8G1liNw/WpJN6U8vnfI/AAAAAAABKf4/zzBCnNj2jBQ-NrVINNxVziU1aMrrRbyrgCLcBGAs/s800/shinpai_haha_man_middle.png


 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇申請方法の流れについて 

任意後見制度を利用するためには、任意後見受任者と公証役場での契約が必要となります。 

法定後見制度を利用するためには、家庭裁判所への申し立てが必要になります。 

※一般的な申立ての流れ及び期間についてお示ししています。状況により、成年後見人等の活動開始までに要する時間が変わること

もあります。 

 

 

 

 

 

 

〇成年後見の種類 

 法定後見制度 

(判断能力が不十分な人) 

任意後見制度 

(判断能力のある人) 

名称 後見制度 保佐制度 補助制度 任意後見制度 

対象者 

(利用者本人) 

 

契約の内容が分からな

い、お金の管理が難し

いので、誰かに代わっ

てほしい方 

重要な契約や、多額の 

お金の管理をすること

が本人一人では難しい

ので、誰かに手伝ってほ

しい方 

重要な契約や、お金の管

理は本人一人でできる

かもしれないが、誰かに

手伝ってもらう方が安

心する方 

判断能力がある方 

支援する人 成年後見人 保佐人 補助人 任意後見人 

仕事の内容 財産管理・身上の保護 財産管理・身上の保護 財産管理・身上の保護 財産管理・身上の保護 

代理権 本人が行うすべての 

法律行為 

本人の同意を得たうえ

で、家庭裁判所が定めた

法律行為 

本人の同意を得たうえ

で、家庭裁判所が定めた

法律行為 

本人との契約で定めた

行為 

同意見 

取消権 

日常生活に関する行為

※以外のすべての行為

(取消権のみ) 

法律上定められた重要

な行為 

本人の同意を得たうえ

で ,家庭裁判所が定めた

法律行為 

なし 

※日用品の購入(スーパーマーケットなどでの日用品の買い物など)その他日常生活に関する行為 

１～２カ月 ２～３ヵ月 １か月 

申し立ての準備 申立て 審判 後見等の活動開始 

必要な書類の用意や 

記入をします。 

家庭裁判所に行って、 

今の状態等を伝えます。 

家庭裁判所が書類や話を 

もとに、本人の類型と成年

後見人等を決定します。 

成年後見人等として活動できる 

手続きが完了したら、活動開始です。 

成年後見制度ってどんな制度？ 

ご本人の判断能力が不十分になった

後、家庭裁判所によって、成年後見人

等が選ばれる制度です。ご本人の判断

能力に応じて「補助」「保佐」「後見」

の 3 つの制度が用意されています。 

ご本人に十分な判断能力があるうちに、

あらかじめご本人が自ら選んだ人（任意

後見）に、自分の判断能力が低下した場

合にしてもらいたいことを契約（任意後

見契約）で決めておく制度です。 

法 定 後 見 制 度 任 意 後 見 制 度 


